
③高所得者に対する強制徴収の強化  

○ 滞納者である者のうち、納付者の平均所得である500万円以上の所得がある者（滞納者の約2   
割）について、全て強制徴収を実施するとすれば、最大で滞納者が約2割減少すると考えられる。  

する。  は6．7％上   ○ この場合、  
（注）試算上では、「自営業主」「家族従業者」のみではなく、全ての就業状況の者について上記の強制徴収を仮定。  
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資料22  
65歳以上の無年金者数の推移   

○ 近年、65歳以上人口の増加に伴い無年金者数も増加しているが、同人口に占める割合は1．8％前後で変わって   
いない。  

○ 各調査時点で65歳の者の制度加入期間を見ると、「未納・非加入期間割合」の平均は10％強となっている。  

：万人）  

100．0  

（65歳以上人口に対する割合）  
1．77％  

1．80％  1．78％  

「■■■ ‾ ‾ ‾ － ‾ ‾ － ‾ ‾ ‾ ‾  

165歳以上人口 2051万人  
」＿＿＿＿＿＿＿．．＿＿＿．．．．．．．＿  

3863万人   80．0  

本人は年金を受   
給していない  
が、夫婦として   
は年金を受け   
取っている者  

50．0  

65歳の者の  
保険料納付期間  

昭和36年度  
24歳  

平成10年度  
59歳   

平均未納・非加入  
期間割合  
12．1％  

65歳の者の  
保険料納付期間  

昭和36年度  
27歳  

平成7年度  

59歳   

平均未納・非加入  
期間割合  
12．5％  

65歳の者の  

保険料納付期間  

昭和36年度  

30歳  

平成4年度  

59歳   

平均未納・非加入  
期間割合  
13．1％  

40．0  

本人・配偶者と  
も年金を受給し   

ていない者  20．0  

平成10年  平成13年  平成16年  

（注）平成10年については、年金を受給していない者のうち、夫婦としては年金を受け取っている者の割合が、平成13年と同程度であるとして推計を行っている0  
出典：社会保険庁「公的年金加入状況等調査」  
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資料23－①  

195019551960196519了019751980198519901995 2000 2005 2007 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055  

資料：2005年までは総務省統計局「国勢調査」、2007年は総務省統計即推計人口（年報）」、2010年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成柑年12月推計）中位推計」  29   



年齢による医療費水準の達し  

一人当たり医療責  

7．8万円  27．4万円 35．0万円  4．4万円 20．3万円 40．9万円  14．0万円 51．0万円 78．5万円  

（注）「医療給付受給者状況調査報告」（社会保険庁）、「国民健康保険医療給付実態調査報告」（厚生労働省保険局）等より作成0  

一人当たり医療費は平成16年度の数字である。  

入院には入院時食事療養費が含まれている。  

外来には薬剤の支給が含まれている。  
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年齢による要介護認定率の違い  廃料23一  

○年齢別要介護認定率  ○要介護4・5の認定者に占める75歳以上  

高齢者の割合  

要介護認  
人口  

走者数   率  

65～74歳の  
1，476．1  

高齢者  65．8万人   
万人  

4，5％   

75歳以上   1，270，3   377．9  

万人   万人   高齢者  

介護4及  
要介護4  要介護5   寸要介護5  

の合計   

58．5   52．4  110．9  
①認定者総数  

万人   万人   万人   

②うち75歳以上   49．0   43．6   92．6   

高齢者の数   万人   万人  万人   

③認定者総数に占める7  

5歳以上高齢者の割合  83．9％   83．1％  83．5％   

（②／①）  

（注1）要介護認定率とは、要介護認定者数を人口で除したものである。  

（注2）要介護には、要支援を含む。  

（注3）総務省「平成19年10月1日現在推計人口」、厚生労働省「介護給  

付費実態調査月報（平成20年1月審査分）」を元に作成  
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資料24－（手  

（1）高齢者の一人暮らし世帯の増加   

0 2025年には、世帯主65歳以上の一人暮らし世帯は約670万世帯（現在の1．7倍）、世帯主75歳  

以上の一人暮らし世帯は約400万世帯（現在の2倍強）に達すると推計。  

世帯主が65歳以上または75歳以上の世帯（将来推計）  

2000  

1500  

1000  

2005年  2025年  2005年  2025年  

国立社会保障1人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（全国推  

計）［平成20年3月推計］」  32   



65歳以上の者とその子との同居率  

1980  1985  1990  1995  1998  1999  2000  2001  2002  2003  2004  2005  

厚生労働省大臣官房統計情報部「国民生活基礎調査」  

高齢者一人暮らし世帯で15分以内くらいの距離に居住している子等のいる割合  

総数   子   孫   兄弟姉妹   その他   いない   無回答   

平成17年度  
総数 （人）   792   176   71   129   43   458   3   

構成比 （％）   100．0   22．2   9．0   16．3   5．4   57．8   0．4   

平成14年度  
1，941   578   250   421   205   881  

総数 （人）  

100．0   29．8   12，9   21．7   10．6   45．4  
構成比（％）  

33   内閣府「平成17年度世帯類型に応じた高齢者の生活実態等に関する意識調査」（2006）  



日本（施設数）  日本（病床数）  ドイツ（施設数）  ドイツ（病床数）  フランス（施設数）フランス（病床数）  
注：日本の「国・公的」は、国立、公立、日赤、済生会、共済組合等0「その他」は、民法法人、学校法人、社会福祉法人等。   

ドイツの「公益」とは教会系等の社会奉仕団体。フランスの「公的」は公立病院。  
（出所）平成18年医療施設調査（厚生労働省統計情報部）0フランス医療関連データ集【2007年版】、ドイツ医療関連データ集【2007年版】（医療経済研究機構）  
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G7諸国の人口1000人当たりの病床数の国際比較について  

人口1000当たり病院病床数と急性期病床の占める比率（2004年）  
（病床数）  

90．0％  

80．0％  

70．0％  

60．0％  

50．0％i  

羊＝コ病床数  

40．0％  

囲囲うち急性期  

病床数  

一十一急性期病床  

の割合   

30．0％  
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